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研究の概要（200～300字で記入、図･グラフ等は使用しないこと。） 

 
2007年度は下記の 3点を研究事項の柱とした。  

1  「多文化主義、多文化共生社会」についての概念整理  
多文化主義の概念を、他国間と日本における比較をふ くめ整理をし、本研究で
の「多文化社会」について背景と現状整理を実施 。  
 

2  国内でＮＰＯ活動による多文化共生が推進されていると考えられる事例につい
て、フィールドワークを実施。今年度は、京都市（行政外郭団体および大学）
名古屋市（行政外郭団体）鷹取市（NPO）を対象とした。 
 

3  文京区において  2003年に実施された『外国籍住民の住みやすさ調査』につい
て、公表されているデータを基に分析を実施。 

 

 

キーワード（研究内容をよく表しているものを３項目以内で記入。） 

〔     多文化共生          〕 〔  在住外国人支援 〕 〔   ＮＰＯ活動 〕 
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研究成果の概要（図･グラフ等は使用しないこと。） 

 

Ⅰ「多文化社会におけるコミュニティー構築」 をテーマとした研究の第一ステッ

プとして、「日本における多文化主義、多文化社会とはどのように定義される

のか」、を明確化したうえで、研究を進める必要があると考え 、 2007 年度は、

多文化主義・移民国家の先行事例であるカナダやオーストラリア等の定義も触

れながら、日本における多文化主義をどのように捉え、今後の施策推進へと導

くべきの概念整理に努めた。  

しかし、「多文化共生」という用語は海外で使われている事例はなく、第一に

「共生」の持つ意味を明確化する必要があることが明らかになった。最近社会

的に益々多様されて、一般用語化している多文化共生の用語であるが、反面使

われが不明瞭であり、これについては、外国人当事者からの批判もある。この

点についてはまだ結論に至っていない。今後も「多文化共生」の背景および概

念整理ついて研究、考察を進める必要がある。  

 

Ⅱ筆者はこれまでの研究、 活動経験から、地域コミュニティーにおいてマイノリ

ティである外国籍住民への対応は、ＮＰＯ等と自治体の連携が必需であると考

える。そこで、本年度はＮＰＯ等によって地域の多文化共生施策が積極的にお

こなわれている国内事例にあたった。これらのフィールドワークから明らかに

なったのは、地域の外国人支援、多文化共生にむけた活動は、地域差が大きく、

財政的にも人的にも、大きな偏りがあった。  

また、これまで積極的ではなかった自治体、地域も総務省の方針に則り、多文

化共生の条例や施策制定を進めているところも散見された。（宮城県、埼玉県、

足立区等）しかしこれらの自治体が政策を具現化していく段階には至っておら

ず、今後のフィールド調査の必要性があると考える。  

 

Ⅲ文京区において 2003 年に実施された『外国籍住民の住みやすさ調査』につい

て、公表されているデータを基に分析を実施した。修士論文では、留学生のカ

テゴリを抽出しての調査であったが、今回は、住民全体像を更に把握すること

に努めた。その際、外国籍住民の自由意見、彼らが自治体や地域ボランティア

に求める要望を主に考察を進めた結果、外国籍住民自身が当事者としてかかわ

ること、自らの参加参画の要望が高いことが明らかなった。この点については

今後の研究の方向性に関連するものと考える。  

また、調査結果の考察を更に明確化するために、筆者がこれまで NPO 活動の中

で受けてきた外国人相談事例についての検証を行った。この 2 点を合わせた考

察を学会で発表した。  

 

  2007 年度に SFR における研究の柱とした上記 3 点に加え、できる限り海外事

例の文献にあたった。（カナダ・韓国）  

特に韓国において、近年外国人への参政権を認めたり、多文化政策を打ち出し

たりと種々の動きが見られた。韓国は在住外国人比率や、外国人受け入れのバ

ックグラウンドも類似しており、今後さらなる考察が必要であると考える。  
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研究発表（研究によって得られた研究経過・成果を発表した①～④について、該当するものを記入してください。該当するものが多い場

合は主要なものを抜粋してください。） 

①雑誌論文（著者名、論文標題、雑誌名、巻号、発行年、ページ） 

②図書（著者名、出版社、書名、発行年、総ページ数） 

③シンポジウム・公開講演会等の開催（会名、開催日、開催場所） 

④その他（学会発表、研究報告書の印刷等） 

 

③  東 京 大 学 地 域 連 携 セ ミ ナ ー ・ シ ン ポ ジ ウ ム （ パ ネ リ ス ト ）  

  日 時 ： 2008 年 3 月 22 日  

  開 催 場 所 ：  文 京 ア カ デ ミ ー ス カ イ ホ ー ル  

  テ ー マ ：「 多 文 化 社 会 を 生 き る ～ 外 国 籍 住 民 と と も に 考 え る ～ 」  

  発 表 論 題 ：「 支 援 者 立 場 か ら  

地 域 の 多 文 化 共 生 に 向 け た 地 域 NPO の 活 動 事 例 と 課 題 」  

 

      

④  学 会 発 表  

  学 会 名 ： 21 世 紀 社 会 デ ザ イ ン 研 究 学 会  

  日 時 ：  2007 年 12 月 2 日 （ 日 ）  

  場 所 ：  立 教 大 学  

  題 目 ：  「 外 国 籍 住 民 の 日 常 課 題 か ら み た 多 文 化 社 会 の 一 考 察 」  

 


